
講習会の開催にあたって

各  位

開 催 日

会 場

主 催

共 催

平成29年2月28日（火）

松筑建設会館
長野県松本市島立996（松本合同庁舎南隣）
TEL 0263-47-1122

一般財団法人 経 済 調 査 会

一般社団法人 長野県建設業協会
長野県土木施工管理技士会

：

：

：

：

一般財団法人 経済調査会

関係部署に回覧をお願いします。

開催のご案内

公共工事の契約と設計変更に関する講習会
～ 契約変更、設計変更の円滑化に向けて ～

― 受発注者のための設計変更と適正な工期設定 ―

公共工事の調達にあたってはその方式について、さまざまな改革が進められてきました。2014年
6月には公共調達の最上位に位置する「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（以下品確法と略記）
が改正され、受発注者の責務が明確に謳われ、受発注者が適切な設計変更を行う環境が整備されました。
これにより、現場の生産性や施工環境の一層の改善が期待されていますが、その一方で工事の一時

中止に伴う増加費用や現場の条件が変更になった場合の契約変更等が適正になされていないのではな
いかという指摘が多いのも事実です。
この講習会では、講師が自身の経験を交え、設計変更と工期設定に焦点を当て、現場の生産性を阻害

する要因を分析し、適正かつ速やかな契約変更による現場の生産性向上方策や、コスト管理並びに
適正な工期設定等に関して詳細に解説します。
つきましては、国や地方公共団体等の発注者の方をはじめ、工事の施工に従事する方々、計画・調査・

設計あるいは契約監理の業務を担当する建設コンサルタント会社・CM等の発注者の方など、公共工事
に携わる皆様が多数参加され、契約・設計変更についての研鑽を積まれますようご案内申し上げます。

「土木学会継続教育（ＣＰＤ）プログラム認定」
「土 木 施 工 管 理 C P D S 認 定 講 習」
「建設コンサルタンツ協会CPD認定プログラム」
「全 測 連 設 計 C P D 学 習 プ ロ グ ラ ム」

（５ 単 位）
（５ユニット）
（4.5単 位）
（4ポイント）

◆当講習会はCPD・CPDS登録者の方のみを対象としたものではありません。本テーマに興味のある方はどなたでも受講いただけますので、ぜひご参加下さい。
※当日はカードリーダーにより学習履歴申請を行いますので、磁気帯の付いたCPDSカードを必ずお持ち下さい。



時　間 項　　　　目

◎受付開始　10：00より

10：30～16：00

10：30

16：00

【プログラム】

注） 休憩は適宜入れさせていただきます

使用テキスト「公共工事における契約変更の実際」【テキストのご案内】

開　　　会

閉　　　会

１．契約変更の事例 ：和田 祐二 講師
（１）現場の生産性向上に向けた取組と契約変更

●設計変更審査会等の事例
（２）契約変更に係る契約約款の重要規定

●第18条1項　他の解説
●第20条　工事の一時中止（一時中止による契約変更事例）

（３）発注者との協働による円滑な現場運営
●安全と品質確保並びに適正な利益

（４）契約変更の事例と積算に係る重要事項
●契約変更の事例（契約約款の規定との照合）

（５）なぜ契約変更が重要なのか

２．現場の生産性向上に向けた建設マネジメントについて ：桑原 茂雄 講師
（１）改正品確法における受発注者の責務

●発注者の責務を踏まえた受注者の責務とは何か
（２）受発注者のコミュニケーションの重要性

●技術的アプローチ以外の重要性について
（３）受注者としてのコストマネジメント

●コストマネジメントの本質
● i-constructionのためのコストマネジメント

（４）適正工期の設定
●工期設定
●工期延期がもたらすもの

◆ 土木工事の契約変更で必要とされる情報を網羅

◆ 様々な場面の事例を知識と経験豊かな執筆陣がわかりやすく解説

◆ 米国の契約変更と紛争事例も収録

1章 公共工事の契約と設計変更
1.1 公共工事の契約
1.2 設計変更の重要性
1.3 公共工事の契約規定と設計変更
2章 設計変更の方法と条件明示
2.1 設計変更の円滑化に向けた取組み
2.2 賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更
　 （スライド条項）
2.3 施工条件の明示
3章 設計変更の事例
3.1 設計変更の事例
3.2 設計変更に関する質問と解説
4章 建設生産システムの効率化に向けた取組み
4.1 品質の確保と建設生産システムの効率化
4.2 入札契約段階における取組み
4.3 施工段階における取組み
4.4 総価契約単価合意方式（精算段階における取組み）
5章 工期の股定
5.1 工期とは
5.2 工期の算定
5.3 工期の及ぼす影響
5.4 工程表の作成
5.5 出来高の算定
6章 米国公共工事の積算と契約の変更及びクレーム･紛争処理
6.1 公共工事の積算
6.2 公共工事契約の変更
6.3 公共工事の紛争事例

特別価格4,400円
推薦 東京大学大学院工学系研究科教授 小澤一雅

条件明示から設計変更まで公共土木工事に関する具体的事例が満載！



開 催 要 領

平成29年2月28日（火）10:30 ～ 16:00

松筑建設会館
長野県松本市島立996　電話：0263－47－1122

桑原 茂雄 （株式会社淺沼組  本社土木事業本部 企画部長  兼  建設マネジメント室長）
国土交通省　発注者責任を果たすための今後の建設生産･管理システムのあり方に関する懇談会委員
土木学会　維持管理に関する入札・契約制度小委員会委員
技術士（建設部門）
特別上級土木技術者（施工･マネジメント）
APEC Engineer (Civil Engineering)

和田 祐二 （一般財団法人 経済調査会  技術顧問）
公益社団法人　日本技術士会　修習技術者支援委員会委員
土木学会　公共事業の発注者のありかた研究小委員会委員
技術士（建設部門、総合技術監理部門）
特別上級土木技術者（施工・マネジメント）　
APEC Engineer (Civil Engineering)

7,000円（税込）

「公共工事における契約変更の実際」
特別価格4,400円 （税込 定価4,860円 （本体4,500円＋税））

※上記図書をお持ちの方は、当日必ずご持参ください。

講習会専用テキスト　無料（受講料に含まれます）

１００名程度（定員になり次第、締め切らせていただきます）

申込書に必要事項をご記入の上、FAXにてお申し込みください。

①お申込み受付後、受講者証を送付致しますので、当日ご持参ください。
　（経済調査会より発行いたします）
②筆記用具をお持ちください。
③テキストは当日配布いたします。
④認定のＣＰＤＳ技術証をお持ちの方は、カードリーダーによる学習履歴申請を当会が
行いますので、当日ご持参ください。
⑤当日欠席の場合は後日テキスト等、資料一式送付いたします。
　テキスト代の返却には応じかねますのでご了承ください。

一般財団法人 経済調査会  第一業務室  担当：中尾
ＴＥＬ：03-5777-8222　ＦＡＸ：03-5777-8237

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

開 催 日 時

会 場

講 師

受 講 料

テキスト代

募 集 定 員

申 込 方 法

そ の 他

お問合わせ先

〒390-0852
長野県松本市島立996（松本合同庁舎南隣）
TEL 0263-47-1122

■会場のご案内
長野県建設業協会 松筑支部
（松筑建設会館）



『公共工事の契約と設計変更に関する講習会』 受講申込書（2/28 松本開催）

一般財団法人  経済調査会 行

所属協会名

ＦＡＸ：03-5777-8237

所 属 部 課

参 　 加 　 者

下記内容をご記入のうえ、ＦＡＸにてお申込みください。

※ご加盟の協会等がありましたら下記にご記入下さい。

① 課

課

課

課

課

②

③

④

⑤

官公庁名・会社名（フリガナ）

氏 名 フリガナ

所 在 地 　〒

e-mail

所属部課名 連絡担当者名

申込日：　  月　   日

お問い合わせ  TEL： 03-5777-8222

ＴＥＬ（　　  　）　　 　　-

（　　  　）　　 　　-ＦＡＸ

この場合、通常の書籍ご注文として手配します。講習会同様FAXにてお申し込みください。
図書は請求書を同封して送付いたしますので到着後にお振込みください。

※ご記入いただきましたお名前、ご住所等は、今後、経済調査会発行の雑誌・書籍・電子媒体及び講習会等のご案内に使用させていただく場合がありますのでご了承ください。なお、送本等の一部業務は、守秘義
務を含む業務契約を締結した協力会社に委託することがあります。

※個人宛に案内等送付希望の方は、○で囲んで
下さい。 「希望する」

《通信欄》

※ 受講せずに、テキストのみ購入申込の方へ

◎ 受講料 1名 7,000円 (税込) × 名  ＝   ㋑ 円

◎ テキスト申込
「公共工事における契約変更の実際」 1冊 4,400円 (税込) × 冊  ＝   ㋺ 円

合 計 円㋑＋㋺ ＝

公共工事における契約変更の実際 特別価格 4,400円 × 　　　冊
 送料 450円

 計 円

《
書
籍
申
込
書
》

・ 　　月　　日に【 ① 銀行 ・ ② 郵便局 】に振込みます。（どちらかに○をつけてください）
【お支払い方法について】

※銀行ATM、インターネットバンキングを利用して振込まれる場合は、
　ゆうちょ銀行　019店　当座　79994　一般財団法人  経済調査会  一般会計口　となります。

・ 必要書類があれば送付いたしますのでご記入下さい。

① 銀行　三井住友銀行 銀座支店  当座  No.0226026　口座名義：一般財団法人  経済調査会  一般会計

振込先

ａ． 見積書　　　　　枚　　ｂ． 請求書　　　　　枚　　ｃ． 納品書　　　　　枚

② 郵便局 （振替） 00160-9-79994　口座名義：一般財団法人  経済調査会  一般会計口

※当日は受付が混雑いたしますので、現金でのお支払いはご遠慮ください。


